
（別紙） 

諮問番号：令和７年度諮問第10号 

答申番号：令和７年度答申第11号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

    本件各審査請求については、いずれも棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張の要旨 

   請求人は、おおむね、入院中の諸経費や、電気代及び家賃の支払いができな

いことから、生活保護法（以下「法」という。）に基づく保護費の支給額をそ

れぞれ０円とした原処分①（令和６年６月20日付け生活保護変更処分）及び原

処分②（同年７月23日付け生活保護変更処分）（以下これらを「本件各原処分」

という。）は違法又は不当であると主張しているものと解される。 

 ２ 処分庁の主張の要旨 

本件各原処分は、法令に基づき適正に算出されたものであることから、違法

又は不当な点はない。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

 １ 本件各原処分は、法令等の規定に従い、適正になされたものであるから、違

法又は不当な点は認められない。 

 ２ 法による保護（以下「保護」という。）は、厚生労働大臣の定める基準によ

り測定した要保護者の需要（以下「最低生活費」という。）を基とし、そのう

ち、その者の金銭又は物品で満たすことのできない不足分を補う程度において

行うものとされ、年金等の公の給付にあっては、実際の受給額を認定すること

とされているのであり、処分庁は、「生活保護法による保護の基準」（以下「保

護基準」という。）に基づき適正に算定して本件各原処分を行ったと認められ

るから、請求人の主張を採用することはできない。 

 ３ 以上のとおり、本件各原処分は、適法かつ正当に行われており、また、請求

人の主張には理由がないから、本件各審査請求は、いずれも棄却されるべきで



ある。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和７年６月24日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43

条第１項の規定に基づく諮問を受け、同年７月２日の審査会において、調査審

議した。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるも

のを、その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われる

とともに（法第４条第１項）、他の法律に定める扶助は、全て保護に優先して

行われるものとされている（同条第２項）。 

また、保護は、最低生活費を基とし、そのうち、その者の金銭又は物品で満

たすことのできない不足分を補う程度において行うものとされている（法第８

条第１項）。 

そして、保護に係る厚生労働大臣が定める基準は、要保護者の年齢別、性別、

世帯構成別、所在地域別その他保護の種類に応じて必要な事情を考慮した最低

限度の生活の需要を満たすに十分なものであって、かつ、これを超えないもの

でなければならないとされ（同条第２項）、これを受けて、厚生労働大臣は、

保護基準を定めている。 

保護の変更の決定に係る事務は、地方自治法における法定受託事務とされて

おり、厚生労働大臣は、当該法定受託事務を処理するに当たりよるべき基準（以

下「処理基準」という。）を定めている。 

保護基準及び処理基準によれば、病院に１か月以上入院する者については、

入院患者日用品費（以下「日用品費」という。）を算定することとされ（保護

基準別表第１第３章１(2)ア）、その基準額は２万3,110円以内の額と定められ

ている（同(1)）。 

また、病院において給食を受ける入院患者については、日用品費が計上され

る期間に限り基準生活費は算定しないこととされているが、世帯人員一人につ

き月額1,000円の特例加算は算定するものとされている。 

そして、単身の者が、医療機関等に入院期間中も従来どおり住宅費を支出し

なければならない生活実態にある場合は、入院後６か月以内に退院できる見込



みのある場合に限り、入院後６か月間を限度として、当該住宅費を認定して差

し支えないものとされている。 

さらに、保護の実施において、他の法律又は制度による保障、援助等を受け

ることができる者については、極力その利用に努めさせることとされており、

国民年金法及び年金生活者支援給付金の支給に関する法律については、特にそ

の活用を図ることとされている。 

そこで本件についてみると、処分庁は、請求人が１か月を超えて入院するこ

とを把握したことから、職権により保護の変更をしたことが認められる。そし

て、保護費の算定について、原処分①は、収入認定による収入充当額「６万3,052

円」（老齢基礎厚生年金（以下「老齢年金」という。）「５万9,275円」から介

護保険料特別徴収額（以下「介護保険料」という。）「1,750円」を控除した額

「５万7,525円」及び老齢年金生活者支援給付金（以下「給付金」という。）

「5,527円」の合計額）が保護基準及び処理基準に基づき算定された最低生活

費「５万110円」（日用品費「２万3,110円」、住宅費「２万6,000円」及び特例

加算「1,000円」の合計額）を上回ったため、令和６年７月分の請求人世帯の

保護費の支給額を「０円」としている。また、原処分②は、収入認定による収

入充当額「６万3,232円」（老齢年金「５万9,275円」から介護保険料「1,570

円」を控除した額「５万7,705円」及び給付金「5,527円」の合計額）が保護基

準及び処理基準に基づき算定された最低生活費「５万110円」（日用品費「２

万3,110円」、住宅費「２万6,000円」及び特例加算「1,000円」の合計額）を上

回ったため、同年８月分の請求人世帯の保護費の支給額を「０円」としている。

これら本件各原処分における保護費の算定はそれぞれ保護基準及び処理基準

に基づき適正に行われていると認められることから、本件各原処分に違法又は

不当な点はない。 

この点、請求人は、おおむね、入院中の諸経費や、電気代及び家賃の支払い

ができないことから、法に基づく保護費の支給額をそれぞれ０円とした本件各

原処分は違法又は不当であると主張しているものと解される。しかしながら、

保護は、最低生活費を基とし、そのうち、その者の金銭又は物品で満たすこと

のできない不足分を補う程度において行うものとされているところ、上記のと

おり介護保険料を控除した老齢年金及び給付金の合計額が法に基づき算定さ

れた入院時における最低生活費を上回っている以上、入院に係る費用や家賃等

は他の法律に定める扶助である老齢年金及び給付金から賄われるべきもので



あるから、請求人の主張を採用することはできない。 

以上のとおり、本件各原処分にはこれらを取り消すべき違法又は不当な点は

認められず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本

件各審査請求はいずれも棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、

前記第１のとおり、これを是認するものである。 

 

    北海道行政不服審査会 
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